
講演 議第

東亜燃料における OR~活動

小田部 費

本稿はOR学会月例講演会( 7 月 12 日)での講演の 徹氏した合理主義経営の姿勢，これが当社に企業内OR

要約であり，内容的には過去にOR誌や，研究発表会等 を発芽させる土壌となっている.逆にいえば，合理主義

で発表したものとの重俊もあることをあらかじめご f解 を好まず精神主義的風潮の強い企業は， ORにとって不

いただきたい 毛の地ということができょう.

はからずも去る 4 月の本学会総会において，当社に対

し第 2 r"IOR実施賞が授与された.ここに学会各位に

対し衷心より御礼申し上げる.

しかしながら，周囲を見わたすと，企業内ORの歴史

で，実践で，規模で，当社よりはるかにすぐれた企業が

身近に多いのを知る者として，今岡の授賞には内心ため

らいを感じないわけにはゆかない.なお，本賞状は額に

入れてOR グループ室の壁に掲げ，日々の反省、と !f]}Jみの

糧としている.

さて，この機会に当社のOR活動の足跡をふりかえっ

て，その一端を中し述べ，諸賢の忌俸のないご批判・ご

教示を受けたいと思う.

1. OR導入の条件

企業内にOR活動が発芽し成長するためには，最低限

つぎの 4 つの条件がそろう必要があろう.

すなわち， 1) 風土(ないし土壌)， 2)源流(起源)， 3) ニ

ーズ， 4)道i主立て，である.

まず第 1 の条件「風:U は，企業の生い立ち，創業者

とそれIこつづく経営陣の性格に負うところが大きい.そ

の点当社の場合，幸か不卒か会社設立が航空ガソリンと

航空潤滑油の国産化を目的とした軍需専門の生産会社

で，かつ販売部門をもたず，経営の主流は技術屋集団で

構成されていたため，徹底した合理主義経営の社風が早

くから確立されていた.それに加えて戦後積極的に外資

導入をはかり，石油メジャー(今日のエクソンおよびモ

ービル)と提携関係に入ったため，米国の各種経営管理

方式や科学的合理主義も同時に流入し，当社の体質強化

にいちじるしい効果があった.すなわち. r和魂洋才」の
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第 2 にOR活動の「源流j となったものは何か.これ

は l つには前述のメジャーとの間に技術援助契約が締結

され，かっその中にOR ・コンピュータ技術の情報が含

められたことだ.それにともなって最新の技術・ノウハ

ウが移入された.線形計画法(以下LP と略す)の石油精

製への適用の可能性について，最初の技術論文が伝えら

れたのは1953年のことである.また，一方海外情報とは

別に，国内からのOR伝来の源流は日科技連のOR教育

コースと，日本OR学会への参加であった.やがて，こ

れら内外からの源流は，当社の風土の中で絶えることの

ない河へと成長していった.

第 3 の条件「ニーズj こそ，もっとも肝要なOR導入

の原動力となる.その点われわれの場合，大変幸運なチ

ャンスに遭遇した.すなわち， 1960年に経営戦略上の大

転換期に[良.面した.そして，これを安全確実に乗りきる

ために，やがて LPの導入が不可欠となるのであった.

具体的に1，、えば，石油精製会社の経営上の根幹である原

油選択を，長年のアラムコ原油一本から一挙に十数種類

におよぶ多様化へと戦略転換をはかったので、ある. この

原油多様化への戦略転換の影響するところは甚大であっ

た.まず製油所のタンク・パイプラインから精製設備に

わたる各種プロセスは複雑化をきたしそれにともなっ

て原油処理方法，装置操業条件や，製品混合調製比率等

の決定にいたる一連の生産計画の立案，また，装置の増

設・改造等の設備計画の立案作業もいちじるしく複雑化

し，計画担当のエキスノミートでも，従来のトライアル・

アンド・エラー方式では計画の最適化(厳密な意味では

なくても)は不可能に近い状態となった. このような，

J十両担当者が従来方式にゆきづまり，そこからの脱出を

強く求めている混迷期こそ，方法改革の使者ORが登場
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いるようであって，まして新手法，新分野への積極的な

挑戦をみることは困難である.その原因はいろいろあろ

うがつはORマンの活動のベースキャンプを失わせ

たことからくるモラーノレの低下が考えられる.近視眼的

なメリットや，効率の追求から組織演しをすることは厳

にいましめるべきと思う.

ORの定着化

時移り， OR導入 16年. L P のみを見ても今日では社

内に広く定着し，各種の計画立案の基本的手法として実

用化されている ちなみに現tE各部門で、使われているモ

テソLは約50種類，本社コンピュータだけでも LP計算の

件数は月間 300 件日平均!日件に上る. しかもこの 1

件にはパラメトリックランのような連続的に処理される

ケース・スタディを何件か含んでいる.別に工場(製油

所)のコンピュータで処理する範囲まで加えると日常お

びただしいLP計算が行なわれている.

これらのLP利用の内でもっとも中伎をなしているの

は生産計画管理に関する分野であって，大は 5~1O年の

長期計画から，小は工場の日常運転管理にいたるまで実

に奥行ぎの深い活用の場を形成している.いま，その利

用形態を階層的，体系的に示すと図 1 のようになる.こ

こで I の領域が本社レベルを意味し， 長期計画(設備・

2. 

する絶好のチャンスである.

そのときにタイミングよく第 4 の条件 iORの道具立

て」が完成した.すなわち， ハードウエアとして IBM

7090 , ソフトウエアの L P /90，それに本格的な大規模

LPモデルづくりの手法の実現である.当社の場合，こ

れら道具類活用のためのノウハウはエクソン直伝として

移入され，ただちに消化吸収されていった. 1961年のこ

とであった

以上のような経営上の情勢変化をふまえて，当時の社

長以下経営首脳陣はORの価値， 必要性を正しく認識

し今後これを組織的に導入活用する方針を決定した.

すなわち同年12月に新組織「数理計画課J を本社製造部

に設置し 3 名でスタートさせた.この課は現在情報シ

ステム室数理システム課として改編され，課員22名で、構

成されている.

なお，若干余談にわたるが，近ごろ内外の企業でOR

担当の組織をもつことの得失がしばしば話題となってい

るが，これは軽率に結論を出すべき問題ではないと思

う.ことに内外企業の実例を見て結果としていえること

は，一時OR組織をもちながらその後，各業務部門にO

Rの機能を分散化させたり，あるいはEDPのシステム

グループと一元化したりして専任組織を解散した場合

は，ほとんどのOR活動は沈滞するか消滅してしまって
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装置・工場の新設・増設・改造等の方針決定)， 中期計

i町(原油の選択と予約，年次予算収支予想の基準)，短期

計画(原油処理量ならびに製品生産量の工場別割当)を包

含している.また， 1Iの領域は工場レベルの計画管理活

動を合み，月次の生産計両，月間内のスケシューノレから

日次の原料混合・運転目標の指示管理等が中心的役割を

成している.皿の領域の生産計幽管理情報、ンステムに合

まれるものには，本社レヘルから工場レベルまでの幅広

い範閉があるが，そのうち，基幹をなすものは，工場に

おける生産実績の収集・データへースへの格納・報告を

行なうデータ処理システムと，生産実績と計画との対比

分析を行なうテータ解析・採算管廻システムとであろ

う.このようなデータ解析・実績検討の分野で、の LP活

用は比較的珍しい例と思われる.これは，実績f庄の中の

ある制限条件を自由にして LPを解き，もっと有利な計

画管理方法がなかったか，と調査したり，あるいは月間

内の状況変化(たとえば装置の不調)に対応するもっと上

手な計画の軌道修正法がなかったかをさぐって，それら

の結果を将来五十両への指針ないし助言とするやり方で，

われわればこの方法をLPによる事後最通法とよんでい

る.ただし定期的に実施するにはいたっていない.

さて， L Pが今日の盛況を見るまでに成長した陰に

は，定着化をめざして長年にわたり環境整備のために積

み上げてきた幾多の他策があった.いまこれらのうちか

らおもな 4 つのアクションを取り上げて来日介しよう.

まず第 l の方策l土教育である. 1961年，前述のとおり

ORの組織的活動を開始し，最初に着手したのが社内L

P教育コースの開設て‘あった.これはつぎの判断から出

発した.すなわち， LPを特定のOR担当課のみが取り

あっかう専門的手法主(工 L ナn 、 長い日で見て LPは社

内の各種計 irllí機能 tこ広く活用させる価値の内L、手法であ

り，かっそのためにも各部門が自主的;こ使いこなせるこ

とが肝要である.いわばユーザーオリエンテッドにまで

LPを iE4;及させる必要があるとの判断に立ったからであ

る.したがって，つ e スの内科も，受講者の実用本位に

編成するように，いろいろの工夫がこらされ，最終的に

3 週間で約 110 時間にセットされた.このカリキュラム

等の詳細については，本OR，誌 12{i 4 号と 5 号に制介し

てあるとおりで，今日でも大伴に変化はない なお，本

コースは現在までに 19同開催されが:1 400 名が受講した.

このなかには1直接の ;il" ~~li相当者以外で間接的にLPに関

連する立場の者，ないしLPをベ スとして作成された

J十爾を利用する部門の者等が多数合まれている.たとえ

ば， f主術設計，新製品開発研究，経理の!ボ価管理，予算

管理等々 教育の効果は，長期的に見て所期のねらいど

おりにあげられたと J刑岡できる.全社への常及浸透のー
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例として，シャドープライスのLP/90流の用語「 π パ

リュー J は社内の慣用ビジネス用語として上は重役陣か

ら，下はラインのー若手担当者にいたるまで普及し，日

常社内文書にもとくに注釈なく使われているほどであ

る.

第 2 の環境づくりは，共通のデータ・ベースないしデ

ータ・ライブラリーの整備であった.この主旨は， L P 

が本社や各工場で、使われはじめるとともに，各部門相互

間で納得のいくデータ(係数)をモデルに組み込むことが

不可欠となったからである.たとえば， A工場の a 装置

の収率係数が，本社の月次計画モデルと工場側の当該月

間管理モデルとでくい違っていては，全社的に一貫性，

統一性のある計画管理を行なううえで支障をきたすこと

になる.とくに，部門間の立場の違いによる主観的理由

から係数に差が生じるようなことはもっとも避けなけれ

ばならない.そこで事前に部門のコンセンサスを得る場

として，また，生産計画管理へLPを定着させるための

推進機関として 1962年に，関係部門により構成される L

P計数管理会議が常設された.この会議は 3 カ月ごとに

2~3 日間開催されて，単に係数についての検討のみで

なく，モデノレの構造，解の解析方法，関連する新手法の

紹介や討論も活発に行なってきた.ただし近年のよう

にLP利用の密度も濃くなるとともに 3 カ月サイクノレの

作ははずして，今日では随時に必要部門間で情報の連絡

確認を行ない，人:i?い問題を 6 カ月ごとに審議すること

としている.

つぎに第 3 のiJ包後l 工， ソフトウエアの整備であった.

上誌の係数の管理方式が軌道に乗り，他方ハードウェア

も進歩するとともに，データ・ベースを使ったモデノレピ

ノレティングが，あっかし、やすいプログヲムで迅速・的確

に遂行できるようなソフトウエアの開発がユーザ一部門

から待望されるようになった もちろん，この種の LP

周辺ソフトウエアはメーカーからも提供されたが，残念

ながら当社に設置の中型コンピュータにとっては荷が電

すぎてあまり実用的ではないことが確認された.そこで

社内のニーズを集約して自主開発にふみきった.その結

果，社内の各部門担当者が自分で自由にかっ，平手易にモ

デルを構築し管理できるソフトウエアをもつようにな

り， 日常十分な働きをしている.

第 4 の対策は， L P計算のターンアラウンド・タイム

(汁算の要求からアウトプットを入手するまでの所突時

間)を短縮してケース・スタディを増やし， Ji 出jの質を

高める方策である. 具体的には， CRTを介して計画相

当者がコンビュータと直接対話型式でモデル修正・条件

変更・計算開始指令等を実行できるようにハードウエア

とソソトウエアを用志;することであり，すでに 2 年来実
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向に解はゆがんで、しまう.しかし企業内の計画モデルの

場合，担当者は各係数の意味を熟知しているはずであっ

て， LPの感度に振り因されることのないように，解に

とくに大きく影響する要素については事前に重点的に注

意をはらっておかなければならない.しかも，そのよう

なクリテイカルな条件変動の経済的効果や全体計画への

影響度を調査確認するためにも，十分なケース・スタデ

ィは不可欠であり， CRT対話方式の有効性もここにあ

ると思う.ケース・スタディを通してLPを使いこなし

ていけば計画の質的向上をはかることができ，計画の信

頼性(確実に実行可能な計画)， 経済性(より利益水準の

高い計画)，柔軟性(条件の変化に却応しやすい計画)を

高めることができょう.

以上LPを中心として当社のOR導入から実務への定

着化の過程と，そのためにとられてきた諸方策の一端を

紹介してきたが， LP以外のOR手法の適用も含めた現

状の概観を図 2 に示す.この図は中心に各実務分野を馳

としておき，右仮uに適用 OR手法，左側にはOR手法を

サポートずるコンピュータ技術を示している.空白欄は

未着手分野か，将来とも適用が該当しない分野である.

見方としては，たとえば上から 3 段目の生産の短期計画

では数理計画法(LP)ならびにシミュレーションが実用

化されており，かっこれらに対するコンピュータ処理に

はバッチ方式と対話型とがあり，データ・ベースも利用

している，という表示である.

また， OR手法別に見ると，数理計画法は，一部整数

計画法も利用しているが， ほとんどは線形計画法であ

る.シ i 品レーションは各種目的に幅広く利用されてお

り，代表例としては，輸送と貯蔵の計画への適用があげ

られる.これは石油精製業にとって原油選択についで経

済的効果の大きい原油のタンター輸送と貯蔵に関するシ

ミュレ{ションで，当社の場合も十数年にわたる各種モ

デル開発の歴史がある.その一例については， 1975年 7

月に京都で開催された第 7 回国際OR会議(IFORS) に

日本代表論文の l っとして“An application of the 

Markov process to a marine transportation and 

storage System" を楚表した.

なお，シミュレーションも短期計画用に活用されてく

ると必然、的に作業処理の迅速性が要求され，かつケース

・スタディも数多く必要になる.そのような目的にはコ

ンビュータを対話型で利用すると効果が明確に上ること

はLPの場合と同様で，たとえば手計算とパッチ処理で

3 日かかる計画作業を対話型に切り換えたところ 3 時間

にスピードアップされ，しかも内容的に濃いものができ

た例もある.

用化して顕著な効果があがり関係部門に大変喜ばれてい

る.

以上 4 つのアクションはLPの定着化展開への各段階

の中で，それぞれユーザ一部門のニーズを先取りして実

施しいずれもひとつずつ，それなりの成果を上げてき

たが，正しくはこれらの複合的相乗効果として評価すべ

きであろう.ただし，多少の反省面を申し添えるなら

ば，ユーザーへのサービスも，あまり便利になりすぎる

と LP本来のありがた味を見過して安易に使われてはい

なし、治、 ということて、ある . tことえt王， L PI土L 、まさら

申すまでもなく最適化手法であり， L P解の経済的分析

を抜きにしてはLP計算の意味がないことはもちろんで

ある.しかるに現実の計画部門担当者の中には，計画案

作成の期限に追われてくると経験による勘で制約条件の

臼由度を減らして計算し，単に結果の物量バランスのみ

を使っている場合がある.つまり LPをオプティマイザ

ーとして活用せず，パランスカノレキュレータとして低次

元に利用してしまうことであり，厳にいましめるべきこ

とと思う.また， LPは実用上感度がよすぎて方向を見

誤ることがあるという声を耳にする.たしかに目的関数

の係数を 1 円でも誤ると， (利益を高くつけると)その方
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つぎにシステム・ダイナミックス (SD). これはシミ

ュレーションの一分野ではあるが，比較的多方面の利用

が生まれているの寸?とくに分離してみた.適用例として

は，設備計画でのタンクローリーや，タンク車の出荷サ

ーピスの窓口数や積込能力の決定を代表とする.また，

装置運転の解析分野で，各種精製工程の動的シミュレー

ションモデルによる運転効率の改善や，省エネルギーへ

の応用などがあるが，これらはSD としては珍しい利用

例であろう.また，石油需要予測モデルや，経理財務部

門における長期短期収支予想モデル等もあり，後者は頻

度高く活用されている.

なお， SD とアナログ・コンピュータの活用を含めた

社内教育「ダイナミック・シミュレーション・コース j

は 11回開催して84名が受講し，これを通じて各種の新し

い実施例jも生まれている.

つぎに， PERT/CPMは 1962年に最初の試行がなされ

て以来，石油精製装置・石油化学装置の建設管理に実用

化されてきたが，近年の減速経済下で大型の設備建設が

影をひそめて以来建設モデルはもっか休止中である.し

かし各種装置の定期整備保全業務への適用はいろいろ

実施し，作業人員の平準化・効率化に貢献している.

その他の手法では，計量経済モデノレによる石油製品の

需要予測や，各種統計技法による工場管理面における原

単位の分析， ロスの追求， 計量値誤差の分析等をはじ

め，装置の運転実績の解析・機器類の部品の取替管理，

整備時期の算定等々があり，幅広く活用されている.

なお，統計手法についての社内教育コースは，初級と

上級とが用意され，とくに初級については，本社主催の

みでも 13図 200 名以上の受講生を送り出しており，別に

工場主催のコースも自主的に行なわれている.

また，統計・ OR ・コシビュータ利用技術を中心とし

た技術会議やワークショップも主テーマをきめて 1~2

年に 1 回ずつ開催し，関係者の技術水準の向上，ユーザ

ーへの普及に貢献している.

以上，若干，手法中心的に当社における ORの概要を

紹介したが，実際には手法面で，きれいに取りあっかえ

ないOR活動のほうが多いくらいで，各OR担当者は泥

臭い実務上の問題に試行錯誤しながら取り組んでいるの

が実態である.

3. OR活動をめぐる今後の問題

1973年10月 6 日の第四次中東戦争勃発を着火点とした

OPEC，とくに OAPEC による石油の大幅値上げと輸出

制限攻勢，いわゆるオイルショック以来，わが閏はじめ

先進工業国の高度成長経済は一転して減速ないしマイナ

ス成長の長いトンネノレに突入してすで、に久しい.このよ
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ろな環境の激変期には，しばしば rORは実戦の役に立

たないJ という風説が横行した.事実，過去の成長パタ

ーンを統計的に外挿した需要予測モデルは，経済の構造

変化にまったく対応できなかったため，経営者も管理者

も統計的方法に失望と不信感をもち，それがORを含め

た計量的科学的アプローチへの懐疑へと発展したようで

ある.

しからば，変革期において本当にORは役に立たない

のか? オイルショック以降ORのニーズは失われてし

まったのか? 結論からいえば明らかに“No/" であ

る.なぜならば，高度成長期には大方の企業の第ーの経

営目標は利益の確保よりシェアの確保におかれていた.

そのために，量的拡大への積極投資が不可欠であった.

結果として若干の過剰投資が常につきまとっていた.し

かしそれも数年のサイクルで起こる景気・需要の上げ潮

によって消されていった.すなわち高度成長期にはむし

ろ ORは不用で、あったといっても過言ではない.ところ

が 1974年以降の低成長期に入ってからは，過剰投資はそ

のまま残され，ときにはマイナス成長によって過剰分は

いっそう増幅された損失として経営にのしかかってき

た.そのため経営者は，変動の不確定要素からくるリス

クを重視し常に採算性の限界を追求するようになっ

た.利益の確保こそ経営の最重点目標となった.換言す

れば，経営管理が最適化指向の姿勢をとらざるを得なく

なったのである.つまりオイルショック以降，むしろ O

Rのニーズ，潜在需要はいちじるしく増大したと断言で

きる.当社の場合も，原料コストの高騰，製造費増加の

圧迫もあり計画管理全般を従来よりも一段ときめ細かい

視点、で把握するようになった 必然的にLPをはじめと

して， ORスタディも一段と活発化した事実にもニーズ

の増大を見ることができょう.

このようなORのニーズの変化については， OR誌の

本年 5 月号の東レ・木下雄三氏の論説“企業における経

営科学に未来はあるか"や 7 月号の北川一栄会長によ

る巻頭言にもくわしく述べられているところである.

ところで注目しなければならないことは，最近は企業

をとりまく解決すべき問題がし、ちじるしく複雑化しつつ

あり，かつ計量化しにくい社会的あるいは世界的な要因

のウエイトが増加してきたことである.

たとえば石油産業が今日直面している諸問題から 2 ，

3 列記してみると ①価格問題 (OPEC 攻勢による原油

価格の慢性的高騰とその多面的インパクト;原油高製品

安の是正の時間遅れと，結果として企業財務体質の恒常

的悪化) ②強制l備蓄制度(国民経済安全保障体制の一環

として)の強化への対応 ③多角的省エネルギー型への

社会構造の変化 ④環境問題 ⑤炭化水素系資源の有限
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問題(資源開発と枯渇への対応;代替エネルギーの開発，

総合エネノレギー産業化への展開;経営戦略の多様化)等

々，いずれも不確定性の大きい問題が山積している.こ

れらに対してORはどこまで挑戦し，経営の意思決定を

サポートできるのか.現実の実力をふまえて，そう簡単

に料々しいことはいえないが， これらの大波はどれも企

業経併上避けて通れない難問ばかりであって，その大波

をどう乗りきれるかが，今後の経営者の死活問題となっ

てくる.そこで，ひかえ自にいっても， 経営者，管理

者，計画担当者にとって， ORがどこまで頼りになり，

1!JJけになりうるか， によってORが(ORの組織ないし

担当者が)企業内に安定した市民権を確保できるか否か

の評ー価尺度とされることとなろう.しかも率直にいっ

て，これらの荒海を航海するための計画管理手法として

は，われわれが従来手がけてきた道具(OR手法)のみで

は，どうしても力不足であることは否めないし世間で

近米手がけられている同種の大規模問題への諸方法論も

一長一短，未だしの感が強い.それが，この時期に新し

いORの誕生が待望されるゆえんである

訴は変わるが， OR誌 7 月号の座談会『発想、をめぐっ

て」で，地球物理学の竹内均先生がふれておられるが，

[ríJ先生は持論として，学問の領域で，第一世代，第二世

代につづく第三世代の学問の形成の必要を力説しておら

れる.つまり，第一世代とは自然を観察し，記述し，分

類する博物学的方法，第二世代とは帰納し，演縛する実

験的分析的方法で，今日あらゆる科学的方法論の主流を

なしている.ところが第二世代は分析的にすぎるため，

有効力:解決方法を引き出す， そのひらめきが光ってい

る.企業内ORの場合でも，常に，社会・政、冶・経済・

技術等々企業をめぐる諸問題を横断的・多角的に観察

し，問題の本質を洞察できる目を養うこと，そのうえで

第二世代の方法を駆使し，さらに第三世代の新しい創造

的問題解決法へと取り組むべきであろう.われわれ自身

の ORの原点への反省とともに，学界の誇先生により，

大型複雑問題の解決への新世代の「総合化のORJ を一

日も早く創造されることを待望して，本講演を終わらせ

ていただく.

(おたべ・ひとし 東亜燃料工業情報システム室長)

過多目号号事守チーム 大江 秀和

ミクロ的，断面的になりがちで本来「自然は縫自のない 交通という複雑で得体のしれない怪物(恐竜でないこと

織物である I のに，左かく全体像を見失ってしまう.そ は確かです)をとらえるべく孤軍奮闘してはや 5 年が経

のため今日，科学の直面する諸問題が，全体的・根本的 過しました.現在は通産省大型プロジェクト「自動車総
・起源的な解決を迫られているのに適切な解決方法がな 合管制 (CAC) システム」の研究開発の一部にたずさわ

し\そこで，第一世代，第二世代を乗り越えた，新しい り今年10月から行なわれるパイロット実験準備のためあ

視点に虫った第三世代の論理「創造的仮説法j(アブダク わただしい毎日です.
ション)が必要となってくる. これが，竹内先生の主張 なにかと自動車が矢面に立たされる昨今ですが，自動

であるが，ひるがえってORの世界にも相似性があると 車屋の一員として交通に関する公共プロジェグトへの参

思う.今日，われわれが取りあつかっている OR的問題 画を通じて社会的な交通問題の解決や自動車を社会でう

解決法は，まさに分析的・実験的な第二世代のORの方 まく活用するための活動をつづけております.そして，

法にかたよりすぎて，本来「企業は縫自のない織物であ よりよき自動車交通を実現させるべく皆様方のご協力を

り，しかも同時に常に変化する生命体である J ことを見 お願いいたします.
失いがちではなかろうか.そこで，まず温古知新，もう 元来，交通は衣食住とともに人々の生活と直接結びつ
いちど第一世代のOR，対象を正しく観察し，記述し いている生き物であり，単なる思いつきや遠い夢物語の

分類する ORの原点に立ちかえってみる必要があるよう 改善ではうまくし、かない要素も多いと思われます.そこ

に思われる かのモース・キンボールの rOR の方法」 で，より抜本的解決のため遅々とした活動で、はあります

に見られる特攻隊対策の実例などは，まさにORの原点 が足もとから一歩一歩確実に交通・輸送問題の改善の歩
そのものを示している.そこでは，生死の境界ぎりぎり みを進めるべく努力している次第です.
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